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【手続補正書】
【提出日】平成24年1月20日(2012.1.20)
【手続補正１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１４】
　前記部分復号手段は、前記コードストリームの所定の単位の部分データを、重要度の高
い方から低い方へ向かう順に所定の数だけ、復号する部分として選択する選択手段を備え
ることができる。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１５】
　前記制御手段は、前記選択手段により選択されたコードストリームの符号量を算出する
符号量算出手段と、前記符号量算出手段により算出された前記符号量に基づいて算出され
る前記画像データの圧縮率が、前記目標値以下となる場合、前記候補とされる部分データ
を、復号する部分として決定する決定手段とをさらに備えることができる。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１６】
　前記制御手段は、前記選択手段により選択されなかったコードストリームの符号量を算
出する符号量算出手段と、前記符号量算出手段により算出された前記符号量に基づいて算
出される前記画像データの圧縮率が、前記目標値以下となる場合、前記候補に含まれてい
ない部分データを、復号する部分として決定する決定手段とをさらに備えることができる
。
【手続補正４】
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【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１７
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１７】
　前記制御手段は、前記選択手段により選択されなかったコードストリームを、重要度の
低い方から高い方へ向かう順に所定の数だけ、切り捨てる部分として選択する選択手段を
備えることができる。
【手続補正５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２７
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正６】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２９
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正７】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３０
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正８】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３１
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正９】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３２
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正１０】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３５
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正１１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３６
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正１２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３７
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正１３】
【補正対象書類名】明細書
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【補正対象項目名】００３８
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正１４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３９
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正１５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４０
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正１６】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４１
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正１７】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４４
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正１８】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　可逆符号化された画像のコードストリームの一部分を復号して画像データを生成する部
分復号手段と、
　前記部分復号手段により生成された画像データを、非可逆符号化する非可逆符号化手段
と、
　前記部分復号手段により生成された画像データの圧縮率の目標値を前記非可逆符号化手
段における目標符号量に対応する圧縮率として、復号する部分を決定するように、前記部
分復号手段を制御する制御手段と
　を備える情報処理装置。
【請求項２】
　前記制御手段は、
　　前記コードストリームの所定の単位の部分データを、重要度の高い方から低い方へ向
かう順に所定の数だけ、復号する部分として選択する選択手段を備える
　請求項１に記載の情報処理装置。
【請求項３】
　前記制御手段は、
　　前記選択手段により選択されたコードストリームの符号量を算出する符号量算出手段
と、
　　前記符号量算出手段により算出された前記符号量に基づいて算出される前記画像デー
タの圧縮率が、前記目標値以下となる場合、前記候補とされる部分データを、復号する部
分として決定する決定手段と
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　をさらに備える請求項２に記載の情報処理装置。
【請求項４】
　前記制御手段は、
　　前記選択手段により選択されなかったコードストリームの符号量を算出する符号量算
出手段と、
　　前記符号量算出手段により算出された前記符号量に基づいて算出される前記画像デー
タの圧縮率が、前記目標値以下となる場合、前記候補に含まれていない部分データを、復
号する部分として決定する決定手段と
　をさらに備える請求項２に記載の情報処理装置。
【請求項５】
　前記制御手段は、
　　前記選択手段により選択されなかったコードストリームを、重要度の低い方から高い
方へ向かう順に所定の数だけ、切り捨てる部分として選択する選択手段をさらに備える
　請求項２または３に記載の情報処理装置。
【請求項６】
　画像データを可逆符号化する可逆符号化手段をさらに備え、
　前記部分復号手段は、前記可逆符号化手段により可逆符号化されて得られたコードスト
リームの一部分を復号する
　請求項１乃至５のいずれかに記載の情報処理装置。
【請求項７】
　前記可逆符号化手段は、前記画像データの各係数に重要度に応じた重み付けを行ってか
ら可逆符号化を行う
　請求項６に記載の情報処理装置。
【請求項８】
　部分復号手段が、可逆符号化された画像のコードストリームの一部分を復号して画像デ
ータを生成し、
　非可逆符号化手段が、前記部分復号手段により生成された画像データを、非可逆符号化
し、
　制御手段が、前記部分復号手段により生成された画像データの圧縮率の目標値を前記非
可逆符号化手段における目標符号量に対応する圧縮率として、復号する部分を決定するよ
うに、前記部分復号手段を制御する
　情報処理方法。
【請求項９】
　情報を処理するためにコンピュータを、
　可逆符号化された画像のコードストリームの一部分を復号して画像データを生成する部
分復号手段、
　前記部分復号手段により生成された画像データを、非可逆符号化する非可逆符号化手段
、
　前記部分復号手段により生成された画像データの圧縮率の目標値を前記非可逆符号化手
段における目標符号量に対応する圧縮率として、復号する部分を決定するように、前記部
分復号手段を制御する制御手段
　として機能させるためのプログラム。
【請求項１０】
　可逆符号化された画像のコードストリームの、前記可逆符号化時に得られる符号化パラ
メータを用いて、前記コードストリームの一部分を復号する部分復号処理により生成され
る画像データのビットレートの目標値である復号目標ビットレートを決定する決定手段と
、
　前記決定手段により決定された前記復号目標ビットレートを用いて、前記コードストリ
ームに対して前記部分復号処理を行い、前記画像データを生成する部分復号手段と、
　前記部分復号手段により生成された前記画像データを、非可逆符号化する非可逆符号化



(5) JP 2009-260931 A5 2012.3.8

手段と
　を備える情報処理装置。
【請求項１１】
　前記決定手段は、前記符号化パラメータの、予め定められた所定の基準値との相対比に
応じて前記復号目標ビットレートを決定する
　請求項１０に記載の情報処理装置。
【請求項１２】
　前記決定手段は、前記符号化パラメータとして１ピクチャ分の有効ビットプレーン数の
総和を算出し、算出した前記総和の、前記基準値との相対比に基づいて、前記復号目標ビ
ットレートを算出する
　請求項１１に記載の情報処理装置。
【請求項１３】
　前記決定手段は、前記非可逆符号化手段により前記非可逆符号化されて生成される符号
化データのビットレートの目標値である非可逆符号化目標ビットレートと、前記相対比を
乗算することにより、前記復号目標ビットレートを算出する
　請求項１２に記載の情報処理装置。
【請求項１４】
　前記決定手段は、前記符号化パラメータとして１ピクチャ分のコーディングパス数の総
和を算出し、算出した前記総和の、前記基準値との相対比に基づいて、前記復号目標ビッ
トレートを算出する
　請求項１１に記載の情報処理装置。
【請求項１５】
　前記決定手段は、前記符号化パラメータとして１ピクチャ分の非ゼロビットプレーン数
の総和を算出し、算出した前記総和の、前記基準値との相対比に基づいて、前記復号目標
ビットレートを算出する
　請求項１１に記載の情報処理装置。
【請求項１６】
　決定手段が、可逆符号化された画像のコードストリームの、前記可逆符号化時に得られ
る符号化パラメータを用いて、前記コードストリームの一部分を復号する部分復号処理に
より生成される画像データのビットレートの目標値である復号目標ビットレートを決定し
、
　部分復号手段が、決定された前記復号目標ビットレートを用いて、前記コードストリー
ムに対して前記部分復号処理を行い、前記画像データを生成し、
　非可逆符号化手段が、生成された前記画像データを、非可逆符号化する
　情報処理方法。
【請求項１７】
　情報を処理するためにコンピュータを、
　可逆符号化された画像のコードストリームの、前記可逆符号化時に得られる符号化パラ
メータを用いて、前記コードストリームの一部分を復号する部分復号処理により生成され
る画像データのビットレートの目標値である復号目標ビットレートを決定する決定手段、
　前記決定手段により決定された前記復号目標ビットレートを用いて、前記コードストリ
ームに対して前記部分復号処理を行い、前記画像データを生成する部分復号手段、
　前記部分復号手段により生成された前記画像データを、非可逆符号化する非可逆符号化
手段
　として機能させるためのプログラム。
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